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　平成 26 年度の横浜市立小中学校に在籍する外国人児童生徒は 2300 人を超え、
さらに外国につながる児童生徒は 5100 人を超えている。日本語指導が必要な児

































































































































































































全体 中学校 小：１年未満 小：１～３年 小：３年以上




























































中学校１校 実施日数 ４日間の参加生徒総数 80人 支援者総数 55人
中学校１校 実施日数 ４日間の参加生徒総数 95人 支援者総数 59人
表３  平成26年度学習会参加状況
中学校２校 実施日数 ３日間の参加生徒総数 58人 支援者総数 61人
小学校３校 実施日数 12日間の参加児童総数 387人 支援者総数 251人
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（３）まとめ〜多文化社会コーディネーターとして
　夏休みの学習会を開催するにあたり、さまざまな機関・人と関わった。外部機
関や学校だけでなく、事務所内でも多くの協力を得ることが大切であった。多文
化社会コーディネーターとして、現状を正しく把握し、その課題解決のためにい
かに多くの人・機関と連携を図り、協働するかという力量が問われていたように
思う。ただ単に連携し、協力を得て実施するということだけではなく、学習会そ
のものが参加した児童・生徒のためになるような内容でなくてはならないし、多
くの支援者にとってもやって良かった、というものにならなくてはいけない。「参
加」→「協働」→「創造」というプロセスを経ながら関わった人々が対等の立場
で子どもたちの学習支援という目的を達成することが必要であった。
　学習会に関してのアンケートに、支援者からは「もっと回数を増やしたい」「よ
り子どもの現状、ニーズにあった支援にしたい」というものがあった。学校から
は「より事務所と打ち合わせをして連携を密にしたい」「どこまでが事務所がや
ることで、どこを学校がやるのか明確にしたい」というものもあった。それぞれ
がより主体的に「参加」し「協働」して学習会を「創造」できるように考えてい
た。情報共有・対話の機会を多くすることの必要性を感じた。
　指導主事という立場は、元々教員なので、学校現場には詳しい。教育委員会に
所属しているので行政の一員であり、区役所等外部機関とも連携しやすい。学校
現場にいるよりは、関係機関とつながるという点でコーディネーターとしての力
量を発揮しやすい立場である。私は、所属する事務所の課題として学習会やガイ
ダンスを実施し、多文化社会コーディネーターとしての役割を果たそうと努めて
きた。しかし、国際教室担当者会や研修、その他の外国人・つながる児童生徒に
関わる事業に所管として参加することはない。事務所ではなく、国際理解教育担
当部署に専門職としての多文化社会コーディネーターが位置づけられるならば、
そのリソースとして学校現場でコーディネーターの役割を果たしている国際教室
担当教員はじめさまざまな立場の教員を捉え、研修会等を使って多文化共生を進
めていけると思う。専門職として位置づけられた多文化社会コーディネーターの
もとに、多文化共生視点を持ったコーディネーターという立場の教員同士が実践
コミュニティを形成し、連携・情報共有をして、各学校の目の前の子どもたちの
受け入れや指導にあたっていける。そうなれば、２（１）で述べたような国際教
室担当教員の困り感等の課題も解消されると考える。
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３．教育現場における多文化社会コーディネーターの必要性と専門性
（１）受け入れにあたって
　１（３）で述べたように、受け入れ体制を整えるには、学校内外のさまざまな
人・機関と連携していくことが大切である。また、外国人児童生徒の受け入れに
あたっては、国際教室設置校であってもなくても、温かい対応をし、保護者や子
どもが安心して学校に来られるように丁寧な説明をすることが求められる。これ
を、学校の誰が担当しているのかを考えると、国際教室担当教員配置校であれば、
担当教員。配置校でなければ、学校全体を見ている教務主任、特別支援コーディ
ネーターということもある。また、児童支援専任教諭、学年の職員、国際理解教
育担当教員も考えられる。委員会、学校及びさまざまな関係機関がどのように、
誰が窓口となって連携しているのか現状を考慮しつつ以下のように多文化社会
コーディネーターと、各学校のコーディネーターの連携について図で整理してみ
た。（下図 参照）
　一人の子どもに向き合いその子に対する支援を考えるとき、担当となった教員
にはコーディネーターとしての働きが求められる。支援は１人ではできない。そ
図　多文化社会コーディネーターと学校におけるコーディネーターの連携の例
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の子のためにどこにどうつないでいくのかを選択して連絡をとり、速やかに支援
体制を組んでいくことが必要だからである。学習支援以前に、支援体制を整える
コーディネーターとしての力量が求められる。
　外国人の子どもの指導で必要だと思うものを臼井は教師の「つくる」力と「つ
なぐ」力に分け、次のように述べている。「経験を積むにつれて、教師には『つ
なぐ』力の習得が求められるようになり、その割合も大きくなっていく。『つなぐ』
力は、子どもが在籍する学級の担任教員や学校管理職、行政機関など、あるいは
保護者との関係づくりの力である。これがうまく発揮されれば外国人の子どもへ
の対応が個業的なものに留まらず、全体として業務を分かち合うことで、みなで
協力して子どもの指導にあたることができる。担当者に集中する負担の軽減をは
かれたり、関係者間で課題の共有がなされることで関係者のやりがいを高めたり
することもできる」［臼井 2009：186-187］
　子どもの支援体制を速やかに構築する必要がある学校の教員に研修等で一堂に
会して関わることができる教育委員会に専門職として多文化社会コーディネー
ターが位置づけられたならば、コーディネーターとしての教師の役割をより明確
に示すことも可能であるし、多様な背景を持つ子どもたちへの支援に関して、情
報共有できる場を設定し、他との連携を図り、協働して支援を進めることができ
ると考える。
（２）まとめ〜学校現場にみる多文化社会コーディネーターのあり方〜
　これまで、学校現場でのコーディネーターの現状や課題を見てきた。外国人児
童生徒の多い学校においては特に国際教室担当教員にコーディネーターとしての
力量が求められ、多文化共生の視点も必要とされる。その力量を高めるために、
国際教育課所管の日本語指導者養成講座が開催されたり、国際教室担当教員の研
修会が開催されたりしてはいるが、十分な力量形成までには至っていない。専門
性を高める機会が少ないのが実情である。また、１（３）でも述べたが、継続し
て支援にあたれる担当教員ばかりではなく、研修したことが生かされない現状も
ある。担当した教員の意識や力量によって支援体制に差が生じることもあり得る。
学校現場におけるコーディネーターの役割を担った教員が役割を果たしやすいよ
うに、コーディネーターをコーディネートする多文化社会コーディネーターが、
専門職として教育委員会に位置づけされることが必要だと考える。その立場・役
割が認知されることで、学校内外の人や関係機関とつながりやすくなり協力も得
やすく、教員には指導・助言もしやすくなると思う。
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おわりに
　学校教育現場において、外国人児童生徒（および、つながる児童生徒）のため
の支援に限らず、一人ひとりの子どもにあった教育活動を進めていくためには、
（教科）担任１人だけではなく、多くの人と連携・協力して支援を進めていくこ
とが大切であり、必要不可欠である。そのために、各学校では、さまざまな立場
の人がコーディネーターとして自分の中の引き出しを最大限に活用して協力体制
を作っている現状がある。外国人児童生徒の支援に関して、学校によってはそう
いった受け入れの経験がない所もある。その場合の支援策として、日本語ドリル・
受け入れマニュアルの作成等支援策を充実させてきた。施策は充実してきている
が、学校現場ではまずは子どもと向き合う人が必要となる。その役割を果たす人
がコーディネーターとして組織内に位置づけられていれば、支援が必要な子ども
にあった支援体制を構築すべく、速やかに動ける。その人に力量があれば当然支
援が充実することも期待できる。経験を積む程に外部の力を借りていくというア
ンケートの結果からも、経験を積むと「どこに」「どれだけ」「どういった」支援
者・支援方法があるか、といった情報の引き出しをたくさん持てるようになるこ
とがわかる。コーディネーターとしての大切な力量、どれだけの人材を知ってい
るか、ということにつながる。そのような役割を期待され、その責を果たそうと
努力している経験の浅い教員がいる中で、その人を指導できる、研修等で関わっ
ていける教育委員会事務局内に、専門職としての多文化社会コーディネーターが
位置づけされることは大変重要である。
　立場で伝えられることがあるので、専門職として認定された人が位置づけられ
ることが必要なのだ。横浜市の、外国人・外国につながる児童生徒の国の数は
100 カ国近くになり、本当に多様化している。その点からも多文化という視点は
欠かせない。多文化社会コーディネーターの位置づけが、文化・国の違いを超え
て誰もが安心して自分らしく生活できるための体制づくりをより円滑に進めると
思う。専門職として位置づけられたその人を中心に各学校のコーディネータ （ー的
役割を果たす教員）も連携して、情報共有をしながらおのおのの学校や地域で、
さまざまな背景を持つ子どもたちの受け入れや指導に力を発揮していける体制が
速やかに構築できることを願っている。
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［注］
 １ 外国籍児童・生徒の日本語指導等のために加配された教員。神奈川県では、５人以上の要日本語指
導の子どもの在籍で教員が１人、20人以上で２人加配される。
 ２ 教育委員会に置かれる専門職。上司の命を受け、学校における教育課程、学習指導その他学校教育
に関する専門的事項の指導に関する事務に従事している（地教行法第19条）。
 ３ 平成26年４月１日から施行されたもの。日本語の能力に応じた特別の指導を行う必要があるものを
教育する場合には，文部科学大臣が別に定めるところにより，特別の教育課程により実施すること
ができること。
 ４ 各学校における特別支援教育の推進のため、主に、校内委員会・校内研修の企画・運営、関係諸機関・
学校との連絡・調整、保護者からの相談窓口などの役割を担う教員のこと。
 ５ 道徳の教科化の検討の中の委員会で、道徳教育の主担当として検討されている教員のこと。
 ６ いじめや不登校、発達障害、日本語指導が必要等、子どもを取り巻く諸課題が多様化し、行動や学
習に特別な支援を要する子どもが増加するなか、小学校のチームとしての対応力を強化し、教育力
を高め、一人ひとりに目を配るきめ細かな教育を推進するという目的を達成するために小学校に、
配置された特別支援コーディネーターを兼務する教員のこと。
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